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前立腺がん検診ガイドライン 

PSA 検査 推奨グレード I 
死亡率減少効果の有無を判断する証拠が現状では不十分であるため、現在のところ集団を対象

とした対策型検診としては勧められません。個人を対象とした任意型検診（人間ドック等）とし

て行う場合には、受診者に対して、効果が不明であることと、過剰診断などの不利益について適

切に説明する必要があります。 
 

直腸診 推奨グレード I 

死亡率減少効果の有無を判断する証拠が不十分であるため、集団を対象とした対策型検診とし

ては勧められません。個人を対象とした任意型検診（人間ドック等）として行う場合には、受診

者に対して、効果が不明であることと、過剰診断などの不利益について適切に説明する必要があ

ります。 

Ⅰ．前立腺がんの特徴 
前立腺は、膀胱の隣にあり、栗の実のような形をした臓器です。その働きは、精液の一部をつ

くることです。

前立腺がんは高齢者に多く、50 歳以下では少ないという特徴があります。前立腺がんという診

断を受けるのは、約半数が 70 歳以上です。前立腺がんの進行は非常にゆっくりのため、それ自体

が生命に影響を及ぼさない可能性があります。高齢者の約 30％は前立腺がんをもっていても、実

際には別の原因で死亡しています。

Ⅱ．前立腺がん検診のリスク要因 
前立腺がんのリスク要因としては、人種、家族歴、食事などがあります。前立腺がんの罹患に

は人種差があり、黒人が最も高く、日本人は白人に比較しさらに低く、欧米に比べると、わが国

の前立腺がん罹患は、約 1/2～1/3 程度です。

1 親等の家族に前立腺がんがある場合、前立腺がんのリスクは 2～3 倍になります。その他のリ

スクは、欧米型の脂肪の多い食事などがあげられますが、詳しいことはまだわかっていません。

Ⅲ．前立腺がん検診の検査方法

1） PSA 検査 

PSA（前立腺特異抗原）検査は、血液による検査です。PSA は前立腺で作られるたんぱく質で、

健康な人では血液の中にはでてきません。がんや炎症などがある場合に血液中にでてきますが、

必ずしもがんというわけではありません。

通常は 4ng/ml（血液 1 ミリリットル中に 4 ナノグラム）以上の場合、正常ではないと判断され

ます。この結果、再度 PSA 検査を行って値に変化がないかどうか確認したり、精密検査を行った

りします。 
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PSA の値が高いほど、前立腺がんの可能性は高くなります。ただし、PSA 値が 4ng/ml より高い

と判定を受けた約 3/4（75％）の人には、前立腺がんはありません。

2） 直腸診 

肛門から指を挿入して前立腺を触診する方法で、前立腺の大きさや硬さなどを調べます。前立

腺は肛門より約 5cm の位置で、その表面は平滑です。前立腺表面が不整であったり、硬くなって

いたり、左右不対称などは前立腺がんの存在を疑う異常所見です。

Ⅳ．各種検査法の評価結果 
前立腺がん検診の有効性を評価するために、1985 年から 2006 年までの英文 562 論文、和文 624

論文を対象とし、72 論文を採用しました。これらに基づいて、各種検診方法別に市町村や職場で

公共的に行うがん検診（対策型検診）と人間ドック等（任意型検診）に分けて推奨の程度を示し

ました。

1） PSA 検査 

PSA 検査については、世界中で様々な研究が行われています。しかし、PSA 検診による死亡率

減少効果を示した研究はこれまで公表されていません。現在、米国とヨーロッパでは大規模な無

作為化比較対照試験が行われており、その成果の公表が待たれています。

これまで公表された無作為化比較対照試験のうち、ヨーロッパの無作為化比較対照試験に参加

しているスウェーデンからの中間報告が 1 件あります。その中間報告では、50～64 歳の男性 2 万

人を 10 年間追跡した結果、48.9％の進行がん罹患の有意な減少が報告されています。本中間報告

は、PSA 検診の有効性を示唆するものですが、最終結果である前立腺がんの死亡率が減少するか

否かは不明です。

この他にも、PSA 検診の代表的な研究として、オーストリアチロル地方の時系列研究がありま

す。この時系列研究では、1988 年からチロル州に PSA 検診が広く行われ、60 歳以上の男性の約 8

割が、少なくとも 1 度 PSA 検診を受診しています。このチロル州と、検診があまり行われていな

いオーストリアの他の州を比較し、PSA 検診の効果を肯定する論文と否定する論文が 1 件ずつ報

告されています。

これらの結果をまとめると、PSA 検診については多くの研究はあるものの、死亡率減少効果に

ついて結果が一致しなかったため、死亡率減少効果に関する証拠は不十分と判断しました。ただ

し、上述の通り現在、重要な研究が進行中であるため、それらの研究の結果が明らかになり次第、

ガイドラインの改訂を検討することにしています。

一方、PSA 検診は、過剰診断、精密検査（生検）の合併症、治療（手術や放射線療法など）の合

併症の頻度が比較的高いという報告があります。

2） 直腸診 

直腸診による前立腺がん検診については、効果があるとする 2 件の研究（症例対照研究と時系

列研究）と、効果がないとする 3 件の研究（症例対照研究）があります。これらの結果をまとめ

ると、直腸診による前立腺がん検診の死亡率減少効果について結果が一致していませんでしたの

で、死亡率減少効果に関する証拠は不十分と判断しました。
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Ⅴ．まとめ

市町村や職場で公共的に行うがん検診（対策型検診）に限らず、人間ドック等（任意型検診）

においても死亡率減少効果の証拠がある検診方法を採用することが重要です。加えて、対策型検

診においては、不利益が許容範囲内であることが求められます。

PSA 検査を病気の疑いや治療の経過をみるために診療で用いるのと、健康な人を対象としたが

ん検診で用いるのとではその目的が異なります。PSA 検査は診療として用いるには有用な検査で

すが、がん検診として効果があるかどうかは不明です。従って、死亡率減少効果の有無を判断す

る証拠が現時点では不十分であるため、現在のところ集団を対象とした対策型検診としては勧め

られません。個人を対象とした任意型検診（人間ドック等）として行う場合には、受診者に対し

て、効果が不明であることと、過剰診断などの不利益について適切に説明する必要があります。

直腸診も、死亡率減少効果の有無を判断する証拠が不十分であるため、集団を対象とした対策

型検診としては勧められません。個人を対象とした任意型検診（人間ドック等）として行う場合

には、受診者に対して、効果が不明であることと、過剰診断などの不利益について適切に説明す

る必要があります。

 

表 各検査法別のまとめ 

注 1）死亡率減少効果の有無を判断する証拠が不十分であるため、対策型検診として実施すること

は勧められない。 

注 2）任意型検診として実施する場合には、効果が不明であることと不利益について適切に説明す

る必要がある。その説明に基づく個人の判断による受診は妨げない。 

 

判定結果  実施体制別の推奨 

検診の方法 
推奨

グレード 
死亡率減少効果の証拠 不利益  対策型検診 

（住民検診等）

任意型検診 
（人間ドック等）

PSA 検査 I 判断する証拠が不十分 問題あり  ×注 1） △注 2） 

直腸診 I 判断する証拠が不十分 不明  ×注 1） △注 2） 




